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別記様式（第２条関係） 

会   議   録 （要 旨） 

会 議 名 庁 議 

開 催 日 時 令和７年７月３1 日（木）午前８時５８分～午前１０時５分 

開 催 場 所 ３０１会議室 

出席者及び 

欠 席 者 

出席者：市長、副市長、教育長、企画財政部長、総務部長、総務部危機

管理担当部長、市民部長、協働推進部長、環境部長、健康福祉

部長、健康福祉部高齢・障害担当部長、子ども家庭部長、都市

整備部長、都市整備部建設管理担当部長、議会事務局長、教育

部長、教育部学校教育担当部長、会計管理者 

欠席者：なし 

議 題 
１ 令和７年第３回市議会定例会提出議案について 

２ その他 

結 論 
（ 決 定 し た 方

針、残された問
題点、保留事項
等を記載する。） 

議題１：提案のとおり提出議案として決定する。 

議題２：令和７年第３回市議会定例会の招集期日は９月２日（火）であ

る。 

審議経過 
（主な意見等を
原則として発言
順に記載し、同

一内容は一つに
まとめる。) 
 

（発言者） 
○印=構成員 
●印=説明員 

議題１ 令和７年第３回市議会定例会提出議案について 

⑴ 令和６年度武蔵村山市一般会計歳入歳出決算認定について 

（企画財政部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。 

歳入決算額は３７，７４８，５８０，５８１円、歳出決算額は

３６，３００，８０８，３９８円、歳入歳出差引残額は１，４４

７，７７２，１８３円、翌年度へ繰り越すべき財源は６６，２３

０，０００円、実質収支額は１，３８１，５４２，１８３円であ

る。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑵ 令和６年度武蔵村山市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算

認定について 

（市民部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。 

歳入決算額は７，９１８，７０４，５３３円、歳出決算額は７，

７２０，４９９，５３５円、歳入歳出差引残額は１９８，２０４，

９９８円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は１９

８，２０４，９９８円である。 
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（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑶ 令和６年度武蔵村山市介護保険特別会計歳入歳出決算認定につ

いて 

（高齢・障害担当部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。 

歳入決算額は６，１９４，８１４，３４２円、歳出決算額は６，

１１５，６４３，６３６円、歳入歳出差引残額は７９，１７０，

７０６円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は７９，

１７０，７０６円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑷ 令和６年度武蔵村山市都市核地区土地区画整理事業特別会計歳

入歳出決算認定について 

（都市整備部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。 

歳入決算額は１，６５２，４０８，１４５円、歳出決算額は１，

５９２，１７４，０６８円、歳入歳出差引残額は６０，２３４，０

７７円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は６０，２

３４，０７７円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑸ 令和６年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認

定について 

（市民部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３３条第３項の規

定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出する。 

歳入決算額は２，０６５，６６１，５１０円、歳出決算額１，

９８４，８９１，５７４円、歳入歳出差引残額は８０，７６９，９

３６円、翌年度へ繰り越すべき財源は０円、実質収支額は８０，７

６９，９３６円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 
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⑹ 令和６年度武蔵村山市下水道事業会計決算認定について 

（建設管理担当部長説明） 

地方公営企業法（昭和２７年法律第２９２号）第３０条第４項

の規定により、議会の認定に付する必要があるので、本案を提出

する。 

下水道事業収益（収益的収支）は１，３８７，００２，７７７

円、下水道事業費用（収益的収支）は１，２５８，７６０，８６

８円、収益的収支差引額は１２８，２４１，９０９円、資本的収

入（資本的収支）は７４７，８２８，６７３円、資本的支出（資

本的収支）は９７８，９７８，５７７円、資本的収支差引額は△

２３１，１４９，９０４円である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑺ 武蔵村山市職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を 

改正する条例 

（総務部長説明） 

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）の一部改正等に伴い、妊娠、出産等又は介護についての申出

があった場合における措置等並びに子育て部分休暇及び介護時間

に係る規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

一つ目は、本人又は配偶者等の妊娠、出産等の申出をした職員

並びに３歳に満たない子を養育する職員に対して、仕事と育児と

の両立に資する制度の周知及び意向確認を行うこと等について規

定を設けるものである。 

二つ目は、配偶者等を介護する必要の申出をした職員に対して、

仕事と介護との両立に資する制度の周知及び意向確認を行うこと

等について規定を設けるものである。 

三つ目は、子育て部分休暇及び介護時間について、勤務時間の

始め又は終わりに限られた取得時間帯の制限を撤廃するものであ

る。 

施行期日については、令和７年１０月１日からとする。 

上記内容については、令和７年７月２５日付で職員組合へ協議書 

を渡している。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

 ⑻ 武蔵村山市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条

例 
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（総務部長説明） 

地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年法律第１１０

号）の一部改正等に伴い、部分休業の拡充に係る規定を整備する

必要があるので、本案を提出する。 

部分休業について、現行の１日につき２時間を超えない範囲内

で取得する場合に加え、１年につき１０日相当時間数を越えない

範囲内で１日の勤務時間の全部又は一部について取得できる場合

を追加するとともに、勤務時間の始め又は終わりに限られた取得

時間帯の制限を撤廃するものである。 

施行期日については、令和７年１０月１日からとする。 

上記内容については、令和７年７月２５日付で職員組合へ協議書 

を渡している。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑼ 武蔵村山市民総合センター設置条例の一部を改正する条例 

（高齢・障害担当部長説明） 

武蔵村山市民総合センター内の地域包括支援センターの利用時

間について変更する必要があるので、本案を提出する。 

地域包括支援センターの人材確保及び安定的な運営を図ること

を目的とし、同センターの利用時間を変更するため、条例別表第

１の地域包括支援センターの利用時間の欄について、「午前８時３

０分から午後７時まで」を「午前８時３０分から午後５時１５分

まで（木曜日は午後７時まで）」に改めるものである。 

施行期日については、令和８年１月１日からとする。 

（質 疑） 

○ 指定管理施設の指定期間中の利用時間変更かと思うが、指定

期間満了を待たずに利用時間の変更をする理由は何か。 

● 地域包括センターは他市と比べても利用時間が長く利用者が

少ない。また、試行期間として１７時１５分までの利用時間に

短縮しても苦情はなかったことなどが挙げられる。 

○ 施行期日を令和８年１月１日にしている理由は何か。 

● 市民への周知期間を設けるためである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑽ 武蔵村山市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に

関する基準を定める条例の一部を改正する条例 

（子ども家庭部長説明） 
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特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並びに特定子ど

も・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣府令

第３９号）の一部改正に伴い、連携施設経過措置の延長等につい

て改め、併せて規定を整備する必要があるので、本案を提出する。 

一つ目は、連携施設経過措置の延長（附則第５条）である。 

特定地域型保育事業者は、保育の提供の終了後も満３歳以上の

児童に対して必要な教育又は保育が継続的に提供されるよう、連

携施設（保育所、幼稚園又は認定こども園）を適切に確保しなけ

ればならないが、連携施設を確保しないことができることとする

経過措置の期限を１０年間から１５年間に延長するものである。 

二つ目は、保育内容支援に係る連携施設の見直し（第４２条）

である。 

保育内容支援の連携施設について、連携施設の確保が著しく困

難であると認めるときは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保

育事業Ｂ型又は事業所内保育事業との連携が確保できれば、連携

施設を確保しないことができることとするものである。 

三つ目は、代替保育に係る連携施設の見直し（第４２条）であ

る。 

特定地域型保育事業者の職員の病気等により保育を提供するこ

とができない場合に、その特定地域型保育事業者に代わって保育

を提供する「代替保育」の連携施設について、確保が著しく困難

であると認めるときは、連携施設を確保しないことができること

とするものである。 

四つ目は、その他規定の整備である。 

施行期日については、公布の日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑾ 武蔵村山市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例 

（子ども家庭部長説明） 

家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚

生労働省令第６１号）等の一部改正に伴い、連携施設経過措置の

延長等について改め、併せて規定を整備する必要があるので、本

案を提出する。 

一つ目は、連携施設経過措置の延長（附則第３条）である。 

家庭的保育事業者等は、保育の提供の終了後も満３歳以上の児

童に対して必要な教育又は保育が継続的に提供されるよう、連携

施設（保育所、幼稚園又は認定こども園）を適切に確保しなけれ
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ばならないが、連携施設を確保しないことができることとする経

過措置の期限を１０年間から１５年間に延長するものである。 

二つ目は、保育内容支援に係る連携施設の見直し（第７条）で

ある。 

保育内容支援の連携施設について、連携施設の確保が著しく困

難であると認めるときは、小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保

育事業Ｂ型又は事業所内保育事業との連携が確保できれば、連携

施設を確保しないことができることとするものである。 

三つ目は、代替保育に係る連携施設の見直し（第７条）である。 

家庭的保育事業所等の職員の病気等により保育を提供すること

ができない場合に、その家庭的保育事業者等に代わって保育を提

供する「代替保育」の連携施設について、確保が著しく困難であ

ると認めるときは、連携施設を確保しないことができることとす

るものである。 

四つ目は、その他規定の整備である。 

施行期日については、公布の日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑿ 武蔵村山市立緑が丘高齢者サービスセンター設置条例の一部を

改正する条例 

（高齢・障害担当部長説明） 

武蔵村山市立緑が丘高齢者サービスセンター内の地域包括支援

センターの利用時間について変更する必要があるので、本案を提

出する。 

地域包括支援センターの人材確保及び安定的な運営を図ること

を目的とし、地域包括支援センターの利用時間を変更するため、

第８条第２項中「午前８時３０分から午後７時まで」を「午前８

時３０分から午後５時１５分（木曜日は午後７時）まで」に改め

るものである。 

施行期日については、令和８年１月１日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒀ 武蔵村山市ひとり親家庭等医療費助成に関する条例の一部を改

正する条例 

（子ども家庭部長説明） 

ひとり親家庭等医療費助成事業実施要綱（平成元年福児母第５

００号）の一部改正に伴い、個人番号カードを用いたひとり親家
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庭等医療費助成制度のオンライン資格確認を導入するため、規定

を整備する必要があるので本案を提出する。 

ひとり親家庭等医療費の助成に係る利便性の向上を図るため、

デジタル庁が運営する自治体・医療機関等をつなぐＰＭＨ（オン

ライン資格確認自治体システム）による個人番号カードを用いた

ひとり親家庭等医療費助成制度のオンライン資格確認を導入する

ことにより、医療機関等の窓口でマイナ保険証と同時に医療費助

成の資格を確認できるようにするため、第７条第１項に個人番号

カードの規定を加えるとともに、その他規定の整備を行うもので

ある。 

施行期日については、公布の日から起算して９月を超えない範囲 

内において規則で定める日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒁ 武蔵村山市子どもの医療費の助成に関する条例の一部を改正す

る条例 

（子ども家庭部長説明） 

乳幼児医療費助成実施要綱（平成５年福児母第３５０号）等の一 

部改正に伴い、個人番号カードを用いた子どもの医療費助成制度の 

オンライン資格確認を導入するとともに、高校生等の医療費助成に 

係る本人申請の要件を緩和等するため、規定を整備する必要がある 

ので本案を提出する。 

   一つ目は、子どもの医療費の助成に係る利便性の向上を図るた

め、デジタル庁が運営する自治体・医療機関等をつなぐＰＭＨ（オ 

ンライン資格確認自治体システム）による個人番号カードを用いた 

子どもの医療費助成制度のオンライン資格確認を導入することに

より、医療機関等の窓口でマイナ保険証と同時に医療費助成の資格

を確認できるようにするものである。 

二つ目は、子どもの医療費助成のうち、高校生等について、本人 

の就労や婚姻等で親から別居し自立した生活を営んでいる等の場

合には、当該児童を監護する者の有無に関わらず本人申請を可能と

するものである。 

一つ目の内容に関して、第６条第１項に個人番号カードの規定を

加える。 

二つ目の内容に関して、第２条第４項第３号中、高校生等本人を

対象者とすることが適当と認める場合を加える。 

施行期日については、一つ目の内容に関しては、公布の日から起 

算して９月を超えない範囲内において規則で定める日からとする。 
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二つ目の内容に関しては、公布の日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒂ 武蔵村山市下水道条例の一部を改正する条例 

（建設管理担当部長説明） 

指定下水道工事店に係る規定を整備する必要があるので、本案

を提出する。 

令和６年１月に発生した能登半島地震では、多くの家屋で排水

設備等が破損したことや、指定工事店自身も被災したことにより、

工事を行うことができる指定工事店が不足し、これによって、排

水設備等の復旧が遅れることになった。 

これを踏まえて、被災地での排水設備等の工事が円滑に実施さ

れるよう、武蔵村山市下水道条例第５条第１項を改正し、災害そ

の他の非常の場合において、市長が他の市町村長の指定を受けた

指定工事店に工事を行わせる必要があると認めるときは、他の市

町村長の指定を受けた指定工事店であっても、排水設備等の新設

等の工事を行うことができることとする規定を追加するものであ

る。 

 施行期日については、公布の日からとする。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒃ 令和７年度武蔵村山市一般会計補正予算（第４号） 

（企画財政部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は８億４，８０３万８千円であり、補正後歳入歳出

総額は３６６億２，０２８万６千円である。 

歳入概要としては、前年度繰越金や普通交付税、公共施設整備

基金繰入金等である。 

歳出概要としては、令和６年度決算確定に伴う財政調整基金積

立金や庁舎建設基金積立金、防災食育センター維持管理経費等で

ある。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒄ 令和７年度武蔵村山市介護保険特別会計補正予算（第１号） 

（高齢・障害担当部長説明） 
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地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

補正予算額は９，３４７万６千円であり、補正後歳入歳出総額

は６３億６，１２５万２千円である。 

歳入概要としては、前年度繰越金、事務費繰入金等の増額であ

る。 

歳出概要としては、一般会計繰出金、介護給付費等準備基金積

立金等の増額である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒅ 令和７年度武蔵村山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号） 

（市民部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定

により、本案を提出する。 

補正予算額は７，９６６万８千円であり、補正後歳入歳出総額

は２１億４，９８０万２千円である。 

歳入概要としては、決算に伴う療養給付費繰入金及び事務費繰

入金の減、決算に伴う保険料軽減措置繰入金及び前年度繰越金の

増である。 

歳出概要としては、決算に伴う療養給付費負担金及び広域連合

事務費負担金の減、決算に伴う保険料軽減策負担金、保険料等負

担金及び一般会計繰出金の増である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒆ 令和７年度武蔵村山市下水道事業会計補正予算（第２号） 

（建設管理担当部長説明） 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規

定により、本案を提出する。 

収益的収入は補正予算額３５５万７千円であり、補正後予算額

は１３億９，６９２万５千円である。 

歳入概要としては、決算確定による営業収益の他会計負担金の

増である。 

収益的支出は補正予算額１，６８０万円であり、補正後予算額

は１５億１，０３６万７千円である。 

歳出概要としては、営業費用管渠費の委託料の増である。 

資本的収入は補正予算額△３５０万円であり、補正後予算額は
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２４億７，７１１万円である。 

歳入概要としては建設改良費の委託料の減に伴う公共下水道債

の減である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⒇ 書かない窓口用パーソナルコンピュータ等の買入れについて 

（総務部長説明） 

議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条

例（昭和３９年村山町条例第１号）第３条の規定により、議会の

議決に付する必要があるので、本案を提出する。 

概算額は２１，７３５千円である。 

書かない窓口化に向けて使用する端末等を買い入れるものであ

る。 

買入れ台数はノート型パソコン３１台、パソコン関連ソフトウ

ェア及び周辺機器３１台分、タッチディスプレイ３２台、本人確

認書類読取装置５０台及びプリンタ３台である。 

納期限は令和７年１１月１０日である。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

(21) 市道路線の認定について 

（建設管理担当部長説明） 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定によ

り、路線を認定するので、同条第２項の規定により、本案を提出

する。 

開発行為に伴う寄附の申出があり、市道路線として認定するも

のである。  

   路線名は一般市道Ｄ第２６３号線である。起点は武蔵村山市残堀 

五丁目１０５番地先であり、終点は武蔵村山市残堀五丁目１２０番 

地先である。幅員は５．００ｍ、延長は７５．８２ｍである。 

   場所は、武蔵村山市第五中学校の西側であり、道路を挟んで、１ 

５区画程度の開発が行われる。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【追加予定】 

⑴ 教育委員会委員の任命について 

（企画財政部長説明） 
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地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第

１６２号）第４条第２項の規定により、本案を提出する。 

武蔵村山市教育委員会の委員が、令和７年９月３０日付で任期

満了となるので、後任の委員を任命するものである。 

教育委員会委員の任期は、令和７年１０月１日から令和１１年

９月３０日まで（任期４年）である。 

なお、教育委員会委員比留間雅和氏の任期満了によるものであ

る。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑵ 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

（企画財政部長説明） 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規

定により、本案を提出する。 

武蔵村山市固定資産評価審査委員会の委員が、令和７年９月３

０日付で任期満了となるので、後任の委員を選任するものである。 

固定資産評価審査委員会委員の任期は、令和７年１０月１日か

ら令和１０年９月３０日まで（任期３年）である。 

なお、固定資産評価審査委員会委員阿部和功氏の任期満了によ

るものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

⑶ 固定資産評価審査委員会委員の選任について 

（企画財政部長説明） 

地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第４２３条第３項の規 

定により、本案を提出する。 

武蔵村山市固定資産評価審査委員会の委員が、令和７年９月３

０日付で任期満了となるので、後任の委員を選任するものである。 

固定資産評価審査委員会委員の任期は、令和７年１０月１日か

ら令和１０年９月３０日まで（任期３年）である。 

なお、固定資産評価審査委員会委員髙橋治氏の任期満了による 

  ものである。 

（結 論） 

提出議案として決定する。 

 

【報告事項】 

⑴ 継続費精算報告書について（一般会計） 
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（企画財政部長説明） 

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１４５条第２

項の規定により、報告する。 

令和６年度に終了した継続費について、継続費精算報告書を調

製し、これを議会に報告するものである。 

一つ目は福祉会館屋上防水等改修事業についてである。令和５

年度は年割額２１，３００，０００円であり、支出済額は０円で

ある。令和６年度は年割額１０，６００，０００円であり、支出

済額は１７，６００，０００円である。合計で年割額は３１，９

００，０００円であり、支出済額は１７，６００，０００円であ

る。 

二つ目は（仮称）防災食育センター施設整備事業についてであ

る。令和４年度は年割額３１０，５４７，０００円であり、支出

済額は３００，１８６，１２０円である。令和５年度は年割額６

３１，３２７，０００円であり、支出済額は２６７，５６４，０

００円である。令和６年度は年割額３，２６６，９４１，０００

円であり、支出済額は３，５４６，０４５，３３５円である。合

計で年割額は４，２０８，８１５，０００円であり、支出済額は

４，１１３，７９５，４５５円である。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

⑵ 継続費精算報告書について（下水道事業会計） 

 （建設管理担当部長説明） 

  地方公営企業法施行令（昭和２７年政令第４０３号）第１８条

の２第２項の規定により、報告する。 

  令和６年度に終了した継続費について、継続費精算報告書を調

製し、これを議会に報告するものである。 

  新青梅街道拡幅に伴う管きょ改良工事第３工区（その２）につ

いて、令和５年度は年割額９１，５７０，０００円であり、支出

済額は０円である。 

  令和６年度は年割額７８，４３０，０００円であり、支出済額

は１３３，９７４，５００円である。 

  合計で年割額は１７０，０００，０００円であり、支出済額は

１３３，９７４，５００円である。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

⑶ 令和６年度武蔵村山市の健全化判断比率及び資金不足比率につ
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いて 

（企画財政部長説明） 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第

９４号）第３条第１項及び第２２条第１項の規定により、報告す

る。 

令和６年度武蔵村山市の健全化判断比率（実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率及び将来負担比率）及び公営企業

会計の資金不足比率を監査委員の意見を付けて報告するものであ

る。 

（結 論） 

報告事項として決定する。 

 

議題２ その他 

令和７年第３回市議会定例会の招集期日は９月２日（火）である。 

 
 

会議録の開示 

・非開示の別 

☑開  示 

□一部開示（根拠法令等：                   ） 

□非 開 示（根拠法令等：                   ） 
 

庶務担当課  企画財政部 企画政策課（内線：３７３） 

（日本産業規格Ａ列４番） 


